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2.68%

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　

　　　　

　　

　（単位：千円）
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平成26年度 平成27年度

平成27年度平成27年度

平成27年度

267,812 374,741 662,186 471,251 630,638

14,663 11,184 52,166 37,379 5,207

282,475 385,925 714,352 508,630 635,845

13,260,481 13,514,256 13,599,941 13,507,721 13,592,616

－

－－

－ －

－－

－ －

－－

－ －

－－

－ －

－－

－

(2.13%)

(2.13%)(2.13%)
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平成23年度
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平成25年度 平成26年度

平成26年度平成26年度

平成26年度 平成27年度

平成27年度平成27年度

平成27年度

▲ 1,003,900 ▲ 1,024,611

▲ 986,731

▲ 1,062,208

▲ 1,229,410

1,789 3,130 2,632 2,034 2,383

3,780 65,188 83,925 68,757 202,198

1,410 0 - - -

10,987 16,155 5,936 6,500 5,148

介護認定特別会計

介護保険（保険事業勘定）会計

合　　計　（１）

合　　計　（１）合　　計　（１）

合　　計　（１）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）会計名(公営事業会計：除く公営企業）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）

国民健康保険特別会計

住宅新築資金等貸付事業会計
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介護保険（サービス事業勘定）会計

会　計　名

会　計　名会　計　名

会　計　名

実質収支額

実質収支額実質収支額

実質収支額

標準財政規模

標準財政規模標準財政規模

標準財政規模

（黒字の比率（％））

（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））

（黒字の比率（％））

実質赤字比率（％）

実質赤字比率（％）実質赤字比率（％）

実質赤字比率（％）

後期高齢者医療特別会計
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一般会計等以一般会計等以
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外の特別会計外の特別会計
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のうち公営企

のうち公営企のうち公営企
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計

◎

◎◎

◎ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移
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- - - - 124,516

46,127 50,954 33,680 237,857 -

524 1,159 441 1,325 369

2,486 2,496 3,954 2,887 3,030
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(7.79%) (8.50%)
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(8.50%) (10.37%)

(10.37%)(10.37%)

(10.37%)

　○用語解説

　○用語解説　○用語解説

　○用語解説

・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・実質赤字額：当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

資金不足・剰余額
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連結実質赤字比率（％）連結実質赤字比率（％）
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会計名（公営企業会計）

会計名（公営企業会計）会計名（公営企業会計）

会計名（公営企業会計）

水道事業会計

公共下水道事業会計

地方卸売市場会計

宅地造成

宅地造成宅地造成

宅地造成

事業

事業事業

事業

法

法法

法

適

適適

適

用

用用

用

企
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企
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業業

業

宅地造成

宅地造成宅地造成

宅地造成

事業以外

事業以外事業以外

事業以外

（黒字の比率（％））

（黒字の比率（％））（黒字の比率（％））

（黒字の比率（％））

法
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法

非

非非

非

適
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用

用用
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事業以外
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公共下水道事業会計

標準財政規模

標準財政規模標準財政規模

標準財政規模

合　　計　（２）

合　　計　（２）合　　計　（２）

合　　計　（２）

農業集落排水事業会計

宅地造成

宅地造成宅地造成

宅地造成

事業

事業事業

事業

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

　額を控除した額、法非適用企業の場合：基本的に一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額）

・公営企業：地方公共団体が経営する企業（地方公営企業法が適用される法適用企業とそれ以外の法非適用企業に分類）
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　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　より算定します。　　より算定します。

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b)

比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計
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13,592,616
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＝

行橋市

平成23年度

8.0%8.0%8.0%8.0%

平成24年度

7.1%7.1%7.1%7.1%
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率
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H27決算単年度

の実質公債費

の比率

1,349,825
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－－

－

平成27年度の

実質公債費比

率

－

－－

－

(H25単年度の実質公債費比率)

(H26単年度の実質公債費比率)

(H27単年度の実質公債費比率)

5.79562568

6.0%6.0%6.0%6.0%18.04008390  / ３ ＝

◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①元利償還金

▲ 4.6 ▲ 2.7

3.3

▲ 3.9

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額
▲ 3.1

2.0 7.8

6.8

⑤組合等負担等額

0.0 0.0 0.0

0.0

⑥債務負担行為

31.4 0.0 0.0

0.0

⑦一時借入金

元利償還金等(a)

▲ 4.2 ▲ 1.8

4.0

▲ 1.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

公債費算入（元利）

0.8 2.3 8.3

▲ 4.6

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利）

▲ 5.1 ▲ 2.1

0.4

▲ 30.8

事業費補正（準元利）

5.6 5.1

▲ 7.6

19.7

密度補正（元利）

1.8 2.7 2.6

1.6

密度補正（準元利）

皆減

算入公債費等の額(b)

0.3 2.0 4.8

▲ 5.4

◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

一般会計等の負

担額

▲ 11.0

▲ 8.4

2.3

5.3

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

1,616,842

1,616,8421,616,842

1,616,842

0

00

0

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

201,026

201,026201,026

201,026

0

00

0

2,113,751

2,113,7512,113,751

2,113,751

0

00

0

418,065

418,065418,065

418,065

78,203

78,20378,203

78,203

641

641641

641

763,926

763,926763,926

763,926

H27決算

970,903

970,903970,903

970,903

0

00

0

1,018,129

0

35,672

35,67235,672

35,672

0

00

0

1,349,825

1,349,8251,349,825

1,349,825

940,141912,054

163,656

H24決算

919,005

0

2,108,463

2,108,4632,108,463

2,108,463

774,253

774,253774,253

774,253

1,673,753

H26決算H25決算H24決算

725,427

725,427725,427

725,427

0

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算

1,681,8261,628,192

0 0

1,754,945

0

0 0 0

78,203 78,20478,204 78,204

367,232 355,865 362,998 391,401

H26決算

641 641

2,152,072

2,152,0722,152,072

2,152,0722,070,034

2,070,0342,070,034

2,070,034

0 0 0 0

220,341

1,643 0 0 0

181,705 167,919172,855

709,341

709,341709,341

709,341

35,126

1,426,645

1,426,6451,426,645

1,426,645

204,622

2,200,869

2,200,8692,200,869

2,200,869

488 641

205,471209,026

H25決算

0 0

H23決算

32,743 33,324 34,225

142,224

142,224142,224

142,224

H23決算

870,432

870,432870,432

870,432

1,330,437

1,330,4371,330,437

1,330,437 1,334,210

1,334,2101,334,210

1,334,210 1,360,693

1,360,6931,360,693

1,360,693

0
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6.4% 6.0%

行橋市
◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準税収入額等 4.5 3.4 1.6 2.2

普通交付税額

▲ 1.9 ▲ 4.7 ▲ 3.0

▲ 0.9

臨時財政対策債発行可能額

▲ 0.7

1.8

▲ 8.8

▲ 6.2

標準財政規模(c)

1.9 0.6

▲ 0.7

0.6

算入公債費等の額(b)

0.3 2.0 4.8 ▲ 5.4

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の

規模

2.1 0.5

▲ 1.3

1.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率

増減率

▲ 12.9

▲ 8.8

3.6 3.9

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

H26決算

1,360,693

1,360,6931,360,693

1,360,693

4,010,399

4,010,3994,010,399

4,010,399

1,162,823

H26決算

1,426,645

1,426,6451,426,645

1,426,645

13,592,616

13,592,61613,592,616

13,592,616

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

1,060,741

H27決算

994,857

994,857994,857

994,857

1,349,825

1,349,8251,349,825

1,349,825

H24決算

1,142,206

6.35673297

6.356732976.35673297

6.35673297

12,239,248

12,239,24812,239,248

12,239,248

H25決算

1,334,210

1,334,2101,334,210

1,334,210

13,514,256

13,514,25613,514,256

13,514,256

H25決算

6.00465555

6.004655556.00465555

6.00465555 6.23980267

6.239802676.23980267

6.23980267

H25決算 H26決算 H27決算

5.79562568

5.795625685.79562568

5.79562568

11,930,044

11,930,04411,930,044

11,930,044

H23決算

13,260,481

13,260,48113,260,481

13,260,481

12,081,076

12,081,07612,081,076

12,081,076

13,599,941

13,599,94113,599,941

13,599,941

8,587,360

8,587,3608,587,360

8,587,360

12,242,791

12,242,79112,242,791

12,242,79112,180,046

12,180,04612,180,046

12,180,046

1,149,869

1,330,437

1,330,4371,330,437

1,330,437

単年度の実質公

単年度の実質公単年度の実質公

単年度の実質公

債費の比率

債費の比率債費の比率

債費の比率

13,507,721

13,507,72113,507,721

13,507,721

8,266,753

4,170,365

8,400,580

4,046,400

H23決算 H24決算

7.29613403

7.296134037.29613403

7.29613403

H23決算

7,653,334

4,457,278

H24決算

7,997,380

4,374,670

2,201 

2,201 2,201 

2,201 

2,108 

2,108 2,108 

2,108 

2,070 

2,070 2,070 

2,070 

2,152 

2,152 2,152 

2,152 

2,114 

2,114 2,114 

2,114 

2,000 

2,500 

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

870

870870

870

774

774774

774

709

709709

709

725

725725

725

764

764764

764

20%

25%

700

800

900

1,000

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額

・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額

・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額

・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度

　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの

・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子

・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入

　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

0 

500 

1,000 

1,500 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

8.0%

8.0%8.0%

8.0%

7.1%

7.1%7.1%

7.1%

6.4%

6.4%6.4%

6.4%

6.0%

6.0%6.0%

6.0%

6.0%

6.0%6.0%

6.0%

7.3%

7.3%7.3%

7.3%

6.4%

6.4%6.4%

6.4%

5.8%

5.8%5.8%

5.8%

6.0%

6.0%6.0%

6.0%

6.2%

6.2%6.2%

6.2%

0%

5%

10%

15%

0

100

200

300

400

500

600

700

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

　　する上で有益です。　　する上で有益です。

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

＝

10.8%10.8%10.8%10.8%

1.4%

1.4%1.4%

1.4%

平成24年度

3.1%3.1%3.1%3.1%

＝

28,179,493

－

－－

－

－

－－

－

平成27年度

将来負担比率

1,349,825

＝

174,905

12,242,791

13,592,616

28,004,588

行橋市

1.4%1.4%1.4%1.4%

平成25年度

0.6%0.6%0.6%0.6% 4.5%4.5%4.5%4.5%

平成26年度

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
平成27年度平成23年度

◎

◎◎

◎ 将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移

○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①地方債の現在高 6.7 2.8 2.1

4.2

②債務負担行為

▲ 5.7 ▲ 6.0 ▲ 6.4

▲ 6.9 ###

③公営企業債等繰入見込額

▲ 4.3 ▲ 1.8

1.1

1.1 ###

④組合等負担等見込額

▲ 12.2 ▲ 14.1 ▲ 16.6

▲ 20.2 ###

⑤退職手当負担見込額

▲ 4.9 ▲ 3.1 ▲ 1.1

▲ 4.0 ###

⑥負担見込額〔地方道路公社〕

###

⑦負担見込額〔土地開発公社〕

13.6

▲ 5.2

   皆減

###

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

###

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額

###

⑪組合等連結実質赤字額

将来負担額(A)

2.4 0.5

▲ 2.3

2.2

○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

充当可能基金

3.1 3.2

▲ 10.0

9.4

特定歳入〔都市計画税以外〕

113.1

▲ 3.6

▲ 15.4

▲ 22.9

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額

1.9 1.2 0.8 2.9

充当可能財源等(B) 6.0 1.5

▲ 4.0

3.7

◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕

増減率 増減率 増減率

増減率

実質的な将来負債額

▲ 70.6 ▲ 78.6

576.7 ▲ 68.4

436,855

3,130,669

H27決算

18,405,773

18,405,77318,405,773

18,405,773

6,432,687

10,093

H25決算 H26決算

17,308,271

9,401

9,4019,401

9,401

16,606,224

H26決算

977,271

0 0

27,017,527

27,017,52727,017,527

27,017,527

6,502,347

6,502,3476,502,347

6,502,347

10,785

6,365,077

17,667,664

H27決算

364,254

0

00

0

H26決算

27,571,306

27,571,30627,571,306

27,571,306

0

0

174,905

174,905174,905

174,905

28,228,928

28,228,92828,228,928

28,228,928

28,147,095

28,147,09528,147,095

28,147,095

H25決算

1,496,7141,770,028

0

28,004,588

28,004,58828,004,588

28,004,588

8,914,589

0

0

00

0

0

00

0

0

0

907,523

0

0

0

9,599,357

0

00

27,450,644

27,450,64427,450,644

27,450,644

H23決算

6,483,885

H24決算

16,836,67215,781,538

11,47712,169

6,773,864

3,230,771

0

3,396,350

0

579,200 508,499

0

1,030,517

0

381,762

381,762381,762

381,7621,300,317

1,300,3171,300,317

1,300,317

H23決算

28,101,821

28,101,82128,101,821

28,101,821

861,130

0

H23決算 H25決算

9,904,036

1,835,384

16,473,031

81,833

81,83381,833

81,833 553,779

553,779553,779

553,779

16,285,318

H24決算

26,150,327

26,150,32726,150,327

26,150,327

9,306,445

15,982,752

H24決算

0

27,720,059

27,720,05927,720,059

27,720,059

00

0

00

0

2,971,287

2,971,2872,971,287

2,971,287

0

3,096,608

0

0

17,094,909

17,094,90917,094,909

17,094,909

0

00

0

9,754,991

9,754,9919,754,991

9,754,991

1,154,688

1,154,6881,154,688

1,154,688

H27決算

290,685

290,685290,685

290,685

0

00

0

0

00

0

28,179,493

28,179,49328,179,493

28,179,493
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行橋市

◎

◎◎

◎ 将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準財政規模（C）

1.9

0.6

▲ 0.7

0.6

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

算入公債費等の額(D)

0.3

2.0 4.8 ▲ 5.4

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の規模

2.1 0.5

▲ 1.3

1.3

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

H27決算

13,592,616

13,592,61613,592,616

13,592,616

H26決算

13,599,941

1,330,437

11,930,044

11,930,04411,930,044

11,930,044

H23決算 H24決算

12,180,046

12,180,04612,180,046

12,180,046

13,260,481 13,514,256

H24決算H23決算 H25決算

1,334,210

13,507,721

1,360,693 1,426,645

12,239,248

12,239,24812,239,248

12,239,248 12,081,076

12,081,07612,081,076

12,081,076

12,242,791

12,242,79112,242,791

12,242,791

H25決算 H27決算H26決算

1,349,825

1,349,8251,349,825

1,349,825

27,451 

27,451 27,451 

27,451 

28,102 

28,102 28,102 

28,102 

28,229 

28,229 28,229 

28,229 

27,571 

27,571 27,571 

27,571 

28,179 

28,179 28,179 

28,179 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

百万円

将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合等負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合等連結実質赤字額

実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

26,150 

26,150 26,150 

26,150 

27,720 

27,720 27,720 

27,720 

28,147 

28,147 28,147 

28,147 

27,018 

27,018 27,018 

27,018 

28,005 

28,005 28,005 

28,005 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

交付税算入見込額

特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高

・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出

　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）

・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが

　　必要と見込まれる額

・④組合等負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と

　　見込まれる額

・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に

　　おいて実質的に負担することが見込まれる額

・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

　　： 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額やその者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・

　 　経営状況を勘案して一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額

・⑪組合等連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

1,300

1,3001,300

1,300

382

382382

382

82

8282

82

554

554554

554

175

175175

175

11,930 

11,930 11,930 

11,930 

12,180 

12,180 12,180 

12,180 

12,239 

12,239 12,239 

12,239 
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12,081 12,081 

12,081 

12,243 

12,243 12,243 

12,243 
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10.8%10.8%

10.8%

3.1%

3.1%3.1%

3.1%
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0.6%0.6%

0.6%
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4.5%4.5%

4.5%

1.4%

1.4%1.4%

1.4%
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50%

100%

150%

200%
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0

2,000
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8,000

10,000

12,000

14,000

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率


